
わたしたちはめざします
人類の生存を脅かす気候変動を防ぎ、
持続可能な地球社会を実現すること

・世界の温室効果ガスを大幅に減らす国際的なしくみをつくる
・日本での持続可能な低炭素社会・経済に向けたしくみをつくる
・化石燃料や原子力に依存しないエネルギーシステムに変える
・市民のネットワークと協働による低炭素地域づくりを進める
・情報公開と市民参加による気候政策決定プロセスをつくる

気
候  

通
信

気候ネットワークは、温暖化防止のために市民から
提言し、行動を起こしていく環境 NGO/NPO のネッ
トワーク組織として、多くの組織・セクターと連携し
ながら、温暖化防止型の社会づくりをめざしています。
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【今号のメイン写真】
右上： JBIC 前での来日したインドネシア弁護士団との発電所建設抗議活動
左下：気候ネットワーク 20 周年記念パーティー参加者一同

・ Where Do We Want to Go？

・ 気候ネットワーク20周年メッセージ

・ 気候ネットワーク20周年記念フォー
ラム　トークセッション

・ 国連気候変動ボン会議報告
　 タラノア対話でステップ・アップ

・ インタビュー：宗教法人真宗大谷派
（東本願寺）

・ 石炭TOPICS
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浅岡美恵（気候ネットワーク理事長）

Where Do We Want to Go ?

　「タラノア」とは何のこと？アルファベットを綴った耳慣れない新語で溢れる温暖化国際交渉でも、
「TALANOA」は異質である。車座になってじっくり話し合って課題を解決。COP23 議長国フィジー
が、パリ協定発効後の最初のステップである 2018 年「促進的対話」を、ミクロネシアの伝統的な
この方式で行うことを提案したことに由来する。
　これは井戸端会議ではない。「我々はどこにいるのか（where are we）」「どこへ行こうとしてい
るのか（where do we want to go）」「どうやってそこに辿り着くのか（how do we get there）」
という３つのテーマが軸となる。本当に問題を解決しようとする仲間同士で用いられる方式だ。し
かも、普遍性がある。そこで、「Climate Ambition（気候目標・対策の強化）のためのタラノア対
話」と添え書きされている。パリ合意に促進的対話が盛り込まれたのは、まさにそのためだった。
　京都議定書採択からマラケシュ合意に至るまでの歳月が今もトラウマとなっていて、COP24 で
の運用ルール採択に向けた進み具合が気になる。そこで、4 〜 5 月の準備会合に参加したのだっ
たが、「タラノア対話」を見聞できたのは幸運だった。6 日に７つの会場で、様々なベースをもつ人々
が静かに自らの言葉で語り、私たちもネットで視聴した。300 もの「Story」が人々の考えを深め
ていく人間的なプロセスに共感が広がり、次の会合では「タラノア・スピリット」との新語がこだま
した。３つのテーマの軸は、パリ協定の目標、1.5 〜２℃の実現であったことはいうまでもない。

　さて、日本である。ボンでの準備会合から戻るや、第５次エネルギー基本計画案には驚愕した。
パリ協定採択前の経産省による 2030 年エネルギーミックスは、パリ協定の日本の国別目標（NDC）
の基礎だと堂 と々書き込まれ、必達目標に位置付けられた。2030 年目標の引き上げなど考えたこ
ともないといわんばかりである。しかも、「原子力は現在、実用段階にある技術だが、再エネは火
力に依存し、それだけでは脱炭素化を実現できない。蓄電池・水素とセットで経済性を評価。石
炭は長期展望で活用。2050 年に向けて、あらゆる選択肢を維持した複線シナリオ・・」といった
言葉が続く。分科会の座長自身が、2030 年原子力 20 〜 22％は無理だと思うとしながら、「原
発依存度低減」も、「再エネ主力電源化」もすっかりかすんでしまった。
　しかし、何よりもショックだったのは、パリ協定の核である「1.5 〜２℃目標」に言及した箇所は、
国際協力の文脈（しかも、水素技術などで貢献）の箇所だけだったことである。日本のエネルギー
基本政策にパリ協定は実在しないに等しい。日本はどこへ行こうとしているのだろう。
　でも、日本も捨てたものではない。6 月10 日、気候ネットワーク設立 20 周年記念のシンポジ
ウムで、心に届く各界の人々の話を聞くことができた。私たちの 20 年の役割も、なにがしかはあっ
たに違いない。

新しいエネルギー基本計画の古いエネルギーミックス

タラノア・スピリット



まとめ：有木吾郎（気候ネットワーク）
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湯川れい子さん（音楽評論家・作詞家）

　気候ネットワーク 20 周年お
めでとうございます。
　気候ネットワークが設立され
るより前の10 年間、毎年この
世からなくなってほしいものを

テーマにした「消しゴム・コンサート」を開催しました。
その中には原発や核兵器なども含まれていました。それ
以前の 80 年頃から私の環境問題への取り組みが始まっ
ていた事から、通産省が原子力の平和利用を推進しよう
いう審議会に声をかけて頂いていましたが、はたしてそ
れが正しいことなのかどうか。私は感覚人間です。音楽
を聴いてウキウキしたり、踊りたくなったりする気持ちは
とても感覚的なものです。それで専門家によるアドバイス
がほしいとずっと思っていました。ちょうどそのときに気
候ネットワークができたので、すぐに会員になりました。
　1992 年に開催された「地球サミット（環境と開発に関

する国際連合会議）」の頃から温暖化の問題が取り上げ
られるようになり、20 年後には台風や集中豪雨による
被害が拡大すると言われていました。当時は半信半疑で
したが、今実際にそれが起こっています。このような被
害が現実に起こっている中で、それでもなお温暖化を否
定する人がいます。一人ひとりが現状を直視し、勉強して、
何が真実なのかを判断しなければいけません。近年増
えているいじめやセクハラなどの問題も含め、社会で起
きている様々な問題に対して、一人ひとりが日常の中で

「おかしいな」「こうなったらいいな」ということを真剣に
考えていくことが、社会を変える大きな力になるのだと思
います。
　ただ、いざ自分が行動しようと思ったとき、具体的にど
うしたら良いのかがわからないことも多いと思います。気
候ネットワークにはそのサンプルを、私たち市民に提供し
てほしいと願っています。今後のご活躍に期待しています。

レの掃除もはじめました。途中で洋式のトイレが 1つ増
えたので、2 つのトイレを掃除しなければならなくなった
んですけどね（笑）。
　気候ネットワークとは、温暖化防止のためのルールづく
り「MAKE the RULE」の呼びかけ人になり、2008 年
のイベントにコール、つまり呼ばれたことがきっかけでご
縁ができました。
　自分も含め、一人ひとりの力は微力ですが、あくまで
自分の力で行動すること、体験することが「脱炭素社会」
の実現のためにも大切であると思います。それからオー
プンマインドでコミュニケーションを取ることも大事。私
達日本人が一番欠けているところだと思います。チャレン
ジングな問題だとは思いますが、未来をシンクし、みん
なでトゥギャザーしながら前向きに取り組んでいくことが
モースト インポータント シング（一番大事なこと）だと
思っています。

ルー大柴さん（タレント・MAKE the RULE キャンペーン呼びかけ人）

　気候ネットワークの20イヤー
アニバーサリーおめでとうござ
います。
　20 イヤーズアゴーは、私は
家でロウチ（どじょう）とトゥ

ギャザーはじめたころで、チルドレン（子どもたち）と
一緒に川にロウチ取りに行ったりしていました。地球
温暖化にはあまり活動でかかわることもなかったです
ね。しかし、10 イヤーズアゴーに、NHK のみんなの
歌でも放送された「MOTTAINAI」の歌を歌ったこと
がきっかけで、ソングやダンスを通して子どもたちにイー
ジーにエコについて伝えていく活動をはじめるようになり、
そのあたりから環境問題に対する意識がリトルビット（少
しずつ）変わってきました。何かアクションを起こしたい
と思い、月1 回ほどのペースでゴミ拾いをはじめました。
それから公園で太極拳をしているんですけど、公衆トイ
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パリ協定が発効し、世界は脱炭素社会に向けて動きを加速化させている。こうした時代の中で、今、
組織や個人がどのような行動をしていくべきなのか、どのような変革が実際に起きているのかを、
各分野の最前線で活躍されている方々から情報提供をいただき、トークセッションを行った。

①パタゴニアが考える責任あるビジネス：
　辻井隆行さん（パタゴニア日本支社長） 
　アウトドアスポーツメーカーとして最高の製品づくりに取
り組むのは、同業他社も同じ。だが、パタゴニアが特異な
のは、「ビジネスを手段として環境問題を解決しようと行動
する」ところだ。
　アパレルが気候変動のためにできることは 4 つある。ま
ず、製品製造時の資源、水、エネルギーなどの環境負荷を
最小限にすること。パタゴニアはサーフィン用のウェットスー
ツの原材料を石油由来から天然ゴムに転換した。 
　次に、廃棄される洋服を減らすこと。現在日本で１年間
に流通する服の数は約 30 億着あるがその7－８割が廃棄
されている。パタゴニアではお直しセンターがあり、自社
製品の修理を推奨している。
　3 つ目は、環境保護活動に取り組む方々の支援。1958
年から売り上げの 1％を様々な団体に寄付している。年間
11億円くらいになり、気候ネットワークにも寄付している。
　そして、最近始めたのが、環境再生型の有機農業を支

援する食のビジネス。ロ
ングルートエール（ビール）
は、多年草穀物を利用して
おり炭素を土壌に固定化す
る。このような農業を広げ
たい。 
　パタゴニアは社会全体で
見れば小さい組織だが、大

きなインパクトを与えるためにも他企業や自治体と連携し
てやっていくことを考えていきたい。 私たちの顧客には、
ただ製品の購入だけではなく、いろいろなことに関心を
持っていただき参加してもらいたい。

② SDGsにみる気候変動対策の重要性：
　根本かおるさん（国連広報センター所長） 

　SDGs は、このままでは地
球が続かないという危機感か
ら生まれた17 分野にまたがる
世界目標。13、14、15 が気候、
海、陸という環境に関わる目
標で、SDGs の中核的な役割
を担っている。2030 年には
気候変動も含めて環境を理由

に 7 億人もの人が強制移動を強いられる。人権侵害などに
よる難民の合計が 6600 万人であるので、その 10 倍以上
に相当する。
　SDGs は、社会、環境、経済の関係を捉えたもの。環
境に関する目標は SDGs の17 の目標の土台を支え、これ
らに取り組むことは、他の目標の推進にも貢献することに
つながる。例えば目標 13（気候）は「６：安全な水とトイ
レを世界中に」に、目標 14（海）は「12：つくる責任・つ
かう責任」にも関わってくる。
　日本には「三方よし」（売り手よし、買い手よし、世間よし）
という近江商人の言葉がある。これに「地球よし」と「未来

気候ネットワーク20周年記念フォーラム（６月10日・日比谷図書文化館大ホール）
トークセッション

「脱炭素革命の時代：いま行動すべきこと」
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　日本には 1950 － 60 年代に、石炭から石油への移行に
伴い 20 万人以上の雇用が失われた経験がある。当時は政
府、雇用先、労働組合で話し合い、全てではないが、多
くの方の移行に成功した。新しい産業の中で働き方が変
わっていく中で、この時の経験を生かさなくてはいけない。
SDGs は私たちの根本にある。誰もが置き去りにされない
という方向の中で、安心して働ける社会、生活、雇用を守っ
ていきたい。 

④金融の流れで変わる世界：
　夫馬賢治さん（株式会社ニューラル代表取締役） 
　お金の流れをシンプルにまとめると、機関投資家と言わ
れる年金基金や生保が運用
会社に委託するお金、株式
会社などに出資していくお
金、銀行が預かり運用して
いるお金などがある。金融
機関には市民からお金が流
れており、年金基金が持っ
ているお金も加入者のお金
であり、一時的に預かり運
用しているに過ぎない。機関投資家の先には市民がいる。
市民は給与や年金という形でお金を受け取っており、お金
は循環している。脱炭素社会への統治はまだまだ進んでい
ないと言われるが、経営者の判断と、受益者である市民の
マインドによって変わってくる。
　欧米では ESG 投資が進んでいるが、その背景には、企
業の投資先やそのリスクを監視することを、市民が受益者
責任として重視しようとしていることがある。経営者もまた
気候変動リスクを認識し始めている。異常気象や海面上昇
などの物理的リスクは年々高まり、それに伴い損害保険会
社は大きな影響を受けている。パリ協定によって政府がカー
ボンプライシングを実施するなどの規制リスクや、エネル
ギーや産業構造の変化などの移行リスクも高まり、石炭火
力発電は座礁資産となっている。 
　ダイベストメントを決定する年金基金は増加し、生保で
も業界第 1位のアクサ、2 位のアリアンツはダイベストメン
トを発表している。さらに自らダイベストメントを発表する
だけでなく協力してプレッシャーをかけていこうという機関
投資家のイニシアチブも始まっている。 

よし」を加えたものが SDGs の考え方である。誰も取り残
さない、置き去りにしない、弱者をすくい上げていくこと
が原則。SDGs を広く知ってもらうために 2030 年に中核
を担う高校生向けのフォトコンテストや、吉本興業と協力し
て動画を作ったりしている。 
　地球は子ども達からの借り物であるという言い伝えがあ
る。借りたものは借りた時と同じ状況か、それよりもよくし
て返さなくてはいけない。SDGs を通じて勇気ある行動に
踏み切った世代として後世に残るようにしていかなくてはな
らない。

③エネルギー大転換とジャスト・トランジション：
　南部美智代さん（連合副事務局長） 
　連合は、700 万人が加盟する日本最大の労働組合として、
SDGs や気候変動問題に取り組んでいる。
　なぜ労働組合が気候変動なのか。気候変動対策の進展
に伴い、生活も仕事も変わる人たちが出てくる。そういう
人々を保障し、円滑な雇用移動につなげていく「公正な
移行（Just Transition）」が重要になる。公正な移行は、
2009 年の COP15 で、ITUC（国際労働組合総連合）が
初めて提唱したものだ。パリ協定の前文にも、「自国が定め
る開発の優先順位に基づく労働力の公正な移行並びに適
切な労働（ディーセント・ワーク）及び質の高い雇用の創出
が必要不可欠であることを考慮」と明記されている。連合
としても公正な移行のため
に、労働移動を含む産業・
労働者および地域コミュニ
ティーへの支援策、特に労
働者、地域住民との対話（社
会対話）に根ざして対策を
進めていきたい。
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　4 月 30 日から 5 月10 日まで、ドイツのボンで国連気候
変動ボン会議（SB48・APA1-5）が開催されました。今回の
会合では、パリ協定の詳細な実施規則（いわゆるルールブッ
ク）について、排出削減目標、適応、世界の温暖化対策の進
捗チェックであるグローバル・ストックテイク、透明性、資金、
遵守、市場メカニズムなど、多岐にわたる論点で交渉が行わ
れました。
　全体の雰囲気はリラックスしたムードで悪くなく、一定の
進展は見られたものの、残された作業も多くあります。例
えば、国別排出削減目標（NDC）については、各国共通の
実施期間を 5 年にするか 10 年にするかという論点がありま
す。京都議定書の第 1 約束期間は 2008 年から 2012 年ま
での 5 年間が実施期間でしたが、今回も多くの国が 5 年間
を支持する中、日本とノルウェーだけは10 年を主張しました。
10 年にしてしまうと、低い目標水準が長期間固定されてしま
い、現実のポジティブな変化（再エネコストの急減や科学的
知見の進展）に合わせて目標を引き上げる機会が少なくなる
ことから、NGO は 5 年間を支持しています。この点も含め、
今年 12 月にポーランドのカトヴィツェで開催される COP24
でパッケージとしてルールブックを採択することが求められま
す。なお、作業時間が足りないとの懸念から、9 月 3 ～ 9
日にかけて、タイのバンコクで追加会合が開催されることが
新たに決まりました。

タラノア対話、初会合。
キーワードは「ステップ・アップ」
　今会合では、世界の温暖化対策の進捗チェックであるタラ
ノア対話の準備フェーズが初めて開催されました。105 人の
非国家ステークホルダーと 210 の締約国代表が参加し、日
本政府からは環境省の担当者が出席しています。タラノア対
話では、①我々はどこにいるのか（Where are we?）、②ど
こをめざすのか？（Where do we want to go?）、③どうやっ
て到達するか？（How do we get there?）という3 つのテー
マに答える形で、様々なストーリーが共有されました。
　立場や地域、国は様々ですが、共通していたのは、気候変
動は現実の脅威であり、危機を防ぐために行動の強化が必要
であることです。また、現在の各国の排出削減目標のままで

国連気候変動ボン会議報告　

タラノア対話で
ステップ・アップ

はパリ協定の長期目標の達成が不可能であること、対策も支
援も不十分であることへの焦燥感や、COP24 で排出削減目
標の「ステップ・アップ」の政治的意思を示すべきだとの声も
聞かれました。
　9 月のグローバル気候行動サミット、10 月の IPCC1.5℃
特別報告を経て、12 月の COP24 では、タラノア対話の政
治フェーズが行われ、対策強化の気運をより一層高めること
になります。具体的な進め方は COP 議長の采配に委ねら
れていますが、結局のところ、各国政府が自国の排出削減
目標を引き上げる準備を進めることが核心です。日本政府
も、2050 年に向けた脱炭素の長期戦略の策定と合わせて、
2030 年に向けた目標・対策の抜本強化の準備を急ぐ必要が
あります。2018 年をステップアップの年にできるかどうかが、
気候をまもれるかどうかの分水嶺になるかもしれません。

研究者グループ、日本の目標は「とても不十分」
との評価をボン会議で発表
　ボン会議会期中、国際的な研究者グループである Climate 
Action Tracker は、主要国の温暖化対策の評価をアップデー
トし、発表しました。今回見出しに踊ったのは、脱石炭を進
める国と、逆行する国。総発電量に占める石炭火力発電の割
合を 3 年間で約 40％から7％に減らした英国とは異なり、日
本は石炭を未だに国内外で推進する国として名指しで批判さ
れています。国別評価でも、日本の温暖化対策・目標は、「と
ても不十分（Highly Insuffi  cient）」。もしすべての国が日本並
の努力しかしないのであれば、気温上昇は 4℃近くになる恐
れがあるとも指摘し
ています。エネルギー
基本計画で温存され
た原発・石炭ありき
の方針が立ち行かな
いことは誰の目にも
明らかです。ステッ
プ アップに向けて、
方針転換を図るべき
ときです。

伊与田昌慶（気候ネットワーク）

国別目標のステップ・アップを呼びかける CAN の展
示ブース。各国政府代表が参加した。（写真：CAN）
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宗教法人真宗大谷派（東本願寺） 
安田誓遵（やすだせいじゅん）さん

原発利用の反対、
環境への取り組み
　真宗大谷派は、福島第 1 原子力発電
所の事故以前から、原子力発電所の建
設に際して、地元住民に分断がもたらさ
れたり、その稼働には、被ばく労働が
当然のように必要とされたりする、「いの
ちを奪う原発」には反対の立場でした。
その理由は、原発がすべての「いのち」
を脅かすものであること、子どもたちの
未来を奪うものであること、また被曝地
やそこに暮らす人たちへの差別を生み出
すものであることであり、これらは大き
な問題だと考えているからです。
　これまでの宗派の活動としては、ブッ
クレットを 2002 年に発行し、東日本
大震災での事故の後 2011 年末に「原
子力に依存しない社会の実現を目指す」
要望書を政府に提出し、その後も原発
再稼働反対等の声明を出してきました。
全国のお寺を通じてその願いをご門徒
に伝えるために「原発に依存しない社会
の実現」を目指すリーフレットを作成し
たり、講演会や公開研修会も開催して

きました。また、全国で子どもたちの
保養事業に取り組んでいます。
　また環境問題への取り組みとして、

「東本願寺と環境を考える市民プロジェ
クト」があり、市民団体と協働して主に

「水」をテーマに活動してきました。環
境マネジメントシステムも導入しており、
電気使用量の削減にも取り組んでいま
す。現在は、電気代のみで電気を選択
するのでなく、当然、電力会社の電源
構成も考慮して選んでいます。

自然エネルギー 100%
賛同について
　自然エネルギー100%プラットフォー
ムに関しては、気候ネットワークから情
報をいただき、原発に依存しない社会
の実現のためには、これまでのエネル
ギー政策を見直す必要があることがわ
かりました。そのためにも自然エネル
ギー100% が希望ある解決策の一つで
あると考え、賛同することになったの
です。
　パリ協定や自然エネルギー100% に

ついてまだまだ知られていない状況が
ありますが、賛同することで次に進むこ
とができると考えました。今後、賛同
した願いを、門徒向けの新聞や冊子を
使って広報していく予定です。

今後に向けて
　お寺では、過疎化や人口減少と相まっ
て、寺院数が減少することが予想され
ています。また、葬儀をはじめ、寺院
とご門徒との関係性も年々変化してき
ています。これからは、僧侶一人ひとり
が、社会や地域に積極的にかかわって
いくことが大切であると考えています。
今回の取り組みで、自然エネルギーを
通して、社会や地域への貢献につながっ
ていけばと考えています。
　ただ、自然エネルギー100% 宣言は
現時点では難しいと考えています。現
状では内部での認知が十分でないとい
う課題もあります。パワーシフト・キャ
ンペーンの推薦している電力会社に切
り替えることも検討する予定ですが、
コスト面でのハードルを越えなければ
なりません。
　今後は、気候ネットワークや賛同団
体からも共に学ばせていただきたいで
すし、気候ネットワークがシンポジウ
ムなどで対話の機会を作っていただけ
れば参加して発信したいです。プラット
フォームへの賛同やその後の取り組み
について、社会に対してアピールしてい
くことができれば、共感の輪が広がり、
賛同から宣言に移っていくことも可能だ
と思います。

聞き手：田浦健朗（気候ネットワーク）

「宗教法人真宗大谷派（東本願寺）」が自然エネルギー100% プラットフォームへの賛
同団体になりました。真宗大谷派は、全国に約 8,800 のお寺があり、門徒総数は約
780 万人です。親鸞聖人の教えを広めて次世代に伝えていくことが基本にあります。賛
同の経緯、今後の展望等について、財務部財産管理室の安田誓遵さん（右写真）にお
話を伺ってきました。

インタビュー

東本願寺御影堂
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兵庫県　３つの石炭火力問題
　2012 年以降、兵庫県内には 3 地域 6 基（合計 370 万
kW）の石炭火力新増設計画がありました。建て替えの高
砂、増設の神戸、アセス逃れの赤穂の計画は、“石炭火力
三兄弟 ”と言われていました。しかし、環境悪化や、パリ
協定への悪影響を懸念する市民が県内で立ち上がり、粘り
強い活動が展開されてきました。

高砂火力リプレース計画を阻止！
　2018 年 4 月 27 日、電源開発株式会社（J-POWER）
は、兵庫県高砂市において計画していた石炭火力発電所
のリプレース（更新）計画を断念すると発表しました。こ
の計画は、既存１・２号機（各出力 25 万 kW）を順次廃
止し、新たに 120 万 kW（60 万 kW × 2 基）の石炭火
力発電所をそれぞれ 2021 年、2027 年に稼働させる計
画でした。2014 年から環境影響評価手続きが進められ、
2017 年春に準備書の公表が間近とみられていました。し
かし、2017 年 4 月に準備書の提出を当面見合わせること
が J-POWER から高砂市へ報告され、計画は一旦凍結状
態にありました。
　計画断念の理由として、「関西電力管内の原発再稼働進
捗」、「電力需要の低下」があげられていました。このほか、
高砂火力発電所において発電した電力の最も大きな供給先
とみられる関西電力との供給契約の見直し交渉が難航し、
採算性が確保できなかったことが明かされました。
　しかし、地元での粘り強い活動があったことも忘れては
なりません。地元住民らが中心となり、2017 年 1月「高
砂の石炭火力発電増設を考える会」が発足し、問題提起
が行われてきました。市当局に対して、準備書の審査にお
ける住民意見の重視を要請、地元議会への働き掛けが行
われました。また、石炭火力問題を学ぶ学習会を企画する
など、気候ネットワークも地元団体の活動をサポートして
きました。

山本元（気候ネットワーク）

赤穂に続き、高砂でも計画断念！
兵庫県内における石炭火力の計画動向

県内最後の計画　強行姿勢の神戸製鋼
　県内 2 つの計画が断念されたものの、神戸市における
神戸製鋼の計画が進んでいます。2017 年 10 月に公表さ
れた製品データ改ざん問題において、不正が確認された「コ
ベルコ科研（神戸製鋼の子会社）」がアセスメントに関わっ
ていたことから、兵庫県及び神戸市は審査を中断。両自治
体による検証が行われました。最終的に、「不適切な処理
はなかった」とされましたが、住民に縦覧された準備書か
らの修正は数百カ所に及び、つぎはぎだらけの準備書は信
頼性が極めて低いものでした。
　また、今年 4 月13 日には、運転中の 140 万 kW（70
万 kW ×2 基）の石炭火力発電所の 1号機において、神
戸市との環境保全協定のばいじん協定値を超過していたこ
とが公表されました。しかし、その事実が確認されたのは、
3 月 23 日であり、公表は 3 週間後でした。同社のこれま
での不誠実な説明姿勢も相まって地元住民らの不信感は
一層高まっています。
　気候ネットワーク通信 117 号にあるように、神戸の石炭
計画に関する公害調停において481人が申請人となりまし
た。現在も、兵庫県公害審査会のもとで神戸製鋼、関西
電力らを相手に、公害調停における話し合いが続けられて
います。一方で、この公害調停は非公開であり、内容は参
加者しか知ることができません。また、この枠組での建設
差し止めは困難とみられています。今夏に着工するとみら
れており、計画は最終局面を迎えています。地元団体であ
る「神戸の石炭火力発電を考える会」は、申請人らとの議
論を続けています。最後まであらゆる手段を検討し、粘り
つよく計画中止を求め続けます。



9©KIKO NETWORK 2018. 7

仙台市の石炭火力発電所計画が燃料を変更　
市民の声が成果につながる
　仙台市における仙台高松発電所計画（仮称）が急展開を
見せました。4 月10 日、四国電力が、東京オリンピック
の影響による建設費高騰などによって十分な事業性が見込
めないとして同計画から撤退。そして 6 月1日、共同事業
者であった住友商事が、燃料を石炭混焼ではなくバイオマ
スのみに変更すると発表したのです。バイオマスは燃料調
達にかかる持続可能性や大気汚染の懸念があるため、諸
手を挙げてとはいきませんが、石炭ではなくなったことは
歓迎すべきことです。高砂発電所に次いで国内７基目の石
炭火力発電所計画の中止となりました。
　2017 年 12 月に仙台市は石炭火力発電所の新設抑制指
針を発表し、石炭火力発電に対する否定的な姿勢をあきら
かにしました。当時すでに環境アセスメントの手続きに入っ

ていた同計画には遡及されませんが、住友商事はこの指針
を考慮して燃料転換を決断するに至ったと発表しています。
　そしてさらにさかのぼれば、この指針が策定された背景
には市民の声がありました。仙台市長は住民の懸念を受け
て指針を検討するに及んだと公言しています。地元の人々
は、同計画よりも前に発表された仙台パワーステーション

（石炭）を含め、数年に渡って計画撤退を訴えてきました。
こうした声をあげ続けたことが、今回の一連の流れの端緒
となったと言えるでしょう。四国電力も記者会見でその影
響が一定程度あったことを認めています。
　今回の例を通して、経済的な状況、行政の姿勢、世論
が事業者の判断に影響を与えたことが示唆されました。次
の計画中止が待ち望まれます。

石炭火力発電事業への
ダイベストメントの波は広がるか?
　この数ヶ月、日本の金融業界にも、海外から出遅れるこ
と数年ですが、さまざまな動きがありました。
　4 月 26 日、日本生命保険が石炭火力発電建設プロジェ
クトへの新規投融資を行わないことを検討すると発表。続
いて 5 月 8 日、第一生命保険が海外での石炭火力発電事
業へのプロジェクトファイナンス投資を新規では行わない
ことを表明しました。そして、その波は銀行にも広がり、
5月14日に行われた三井住友フィナンシャルグループ（FG）
の記者会見で、社長が石炭火力発電事業への与信方針に
ついて厳格化を検討していると発言。これに追随したのか、
5 月15 日は、日本 3 大金融グループの先陣を切って、三
菱 UFJ FG が融資・引受に関する広範な社会的並びに環
境的保障措置を含めた環境方針を公開。さらに、6 月13
日には、みずほ FG が新たな「特定セクターに対する取り
組み方針」の中で、石炭火力発電を環境・社会面でリス
クが高い業種であると明記しました。ようやく日本でも環

境負荷の高い石炭火力発電事業への投融資を見直す動き
が出てきたことは、パリ協定の達成にはまだ不十分ではあ
りますが、第一歩としては歓迎できる変化です。
　とはいえ、世界の大手保険会社や金融機関が、石炭関
連事業へのエクスポージャーの高い企業からの株式投資・
融資からの撤退に着手しているのに対し、日本の場合は
新規投資の禁止をプロジェクトファイナンスに限定してい
たり、国内事業への投資が対象外であったり、超々臨界圧

（USC）という、比較的高効率だがそれでも大量の CO2

と汚染物質を出す石炭発電技術を容認したり、具体的な
策が見えていなかったり――まだまだ十分とは言えない現
状です。今の方針は、国際的な潮流を見て、慌てて間に
合わせの方針らしきものを示したに過ぎないとの声も聞こ
えてきます。今後のダイベストメント強化の追加策がある
かどうかで彼らの本気度がわかります。引き続き注目です。

江刺家由美子（気候ネットワーク）

鈴木康子（気候ネットワーク）
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各 地 の 動 き

各地のイベント情報　◁◁◁◀◁◁◁◀◁◁◁◀◁◁◁◀◁◁◁◀◁

■ 第 10 回持続可能なアジア太平洋に関する国際フォーラム（ISAP2018）
○日程：7月 18日（水）9:00 ～ 17:30、19日（木）9:00 ～ 18:00	（両日 8:30 開場）
○会場：	パシフィコ横浜　会議センター（横浜市西区）　　○参加費：	無料
○主催：地球環境戦略研究機関（IGES）／国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）
○問合せ：ISAP事務局　E-mail：iges_pr@iges.or.jp　TEL：046-855-3734　
○URL：http://www.geoc.jp/rashinban/event_detail_36020.html

神
　
奈
　
川

■ 脱炭素社会の実現に向かって～日本のエネルギー政策を考える～
　第 3 回 急増する再生可能エネルギー
○日程：7月 7日（土）13:30 ～ 16:30　○会場：マイドームおおさか　第 3会議室（大阪市中央区）
○講演：豊田陽介（気候ネットワーク）、磯部達（みやまスマートエネルギー）
○参加費：	会員 500円、一般：1000円
○共催：地球環境市民会議、自然エネルギー市民の会、全大阪消費者団体連絡会
　　　　E-mail：office@casa.bnet.jp　TEL：06-6910-6302　

大
　
阪

■ 【千葉】石炭セミナー「石炭火力発電は地域の財政にどのような影響をもたらすのか？」
○日時：７月９日（月）15:00 ～ 17:00
○場所：千葉大学西千葉キャンパス人文社会科学系総合研究棟 2階マルチメディア会議室
○講演：「石炭火力発電が地域経済に及ぼす効果」倉阪秀史（千葉大学教授）ほか
○参加費：無料　（書籍「石炭火力発電Q&A」当日販売価格：一般 1000円　学生・会員 900円）
○主催：気候ネットワーク、千葉大学倉阪研究室　　○協力：石炭火力を考える東京湾の会
○問合せ：tokyo@kikonet.org　TEL：03-3263-9210

千
　
葉

◎【京都】おひさまでんきプロジェクト開始
市民共同発電所づくりに取り組んできた「NPO法人きょうとグリーンファンド」と地域の持続可能なエネル
ギー会社をめざしている「太陽ガスグループ」による共同プロジェクトが開始しました。これは、太陽ガス（関
西地区代理店	Happy	Energy）へ支払う電気代の一部がおひさま発電所設置に還元される仕組みで、電気のパ
ワーシフトによって、きょうとグリーンファンドの市民共同発電所づくりに貢献することになります。
○問合せ：きょうとグリーンファンド
　TEL/FAX：075-352-9150　Email：info@kyoto-gf.org　URL：http://www.kyoto-gf.org/

◎市民版環境白書「グリーン・ウォッチ 2018」発行
発足から 3年になるグリーン連合が、グリーン・ウォッチを発行しました。気候変動・エネルギー問題、化学
物質問題、廃棄物問題、原発問題などの環境政策をレビューし、今年のトピックスとして SDGs、持続可能な
将来像づくり、省エネ住宅などにフォーカスした内容となっています。
　詳細：http://greenrengo.jp/archives/1205

■ 市民のための環境公開講座 2018　PART １　生き物の変化と気候変動を知る
○日程：第 1回 7月 24日（火）、第 2回 7月 31日（火）、第 3回 8月 7日（火）
　いずれも 18:30 ～ 20:15
○会場：損保ジャパン日本興亜本社ビル　2F大会議室（東京都新宿区）
○参加費：【PART１】3回	1000 円（学生 500円）
○共催：（公社）日本環境教育フォーラム・（公財）損保ジャパン日本興亜環境財団・損保ジャパン日本興亜（株）
○申込み・問合せ：損害保険ジャパン日本興亜（株）CSR室内　
　TEL：03-3349-9598　E-mail：eco@sjnk.co.jp
※この講座は PART１から PART３まで、全 9講座を予定。

東
　
京
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書籍の紹介
『石炭火力発電 Q&A』 （かもがわ出版）

気候ネットワークは、石炭火力発電に関するブックレットを出版しました。
世界が脱石炭に向かっている状況でも、日本には新増設の計画が多くあり、
地球温暖化、大気汚染、健康被害などのリスクが高まること、再生可能エネ
ルギーの可能性なども含めて解説している書籍です。
　【価格】1000円＋税、A5版、76ページ　ISBN：978-4-7803-0966-9
▼気候ネットワークに注文頂ければ、下記価格で販売・郵送します。
　会員：980円（税込・送料無料）　一般：1080円（税込・送料無料）
　ホームページからも申し込めます。

『石炭火力発電 Q&A』出版記念セミナー in 関西
書籍の出版を記念して石炭火力発電についてより詳しく知るためのセミナーを開催いたします。

【京都】	○日程：7月 3日（月）18:30 ～ 20:30
	 ○会場：メルパルク京都　研修室 3・4　（京都市下京区）
【大阪】	○日程：７月６日（金）18:30 ～ 20:30
	 ○会場：ユーズツウ４F	F ＋ G室　（大阪市北区）
【神戸】	○日程：７月 13日（金）18:30 ～ 20:30
	 ○会場：神戸国際会館　会議室 805	（神戸市中央区）
各会場とも：
　○参加費：無料　　　◯主催・問合せ：気候ネットワーク
＊詳細はホームページ等で案内します。

東アジア気候フォーラム
5月15日、16日に韓国の光州で、「東アジア気候・環境教育ワークショップ」が開催されました。韓国・
中国・日本のNGO関係者、教育関係者、研究者などが参加し、気候
変動に関する教育の現状について共有し、より望ましい気候変動教育
のための今後の方向性についても検討しました。光州市内の中学校で
のモデル授業、事例報告、意見交換等が行われ、3カ国共同のテキス
トづくりなども話題に上がりました。
7月16・17日には、中国の西安にて石炭をテーマにした東アジア気候
フォーラムも開催され、気候ネットワークからも参加の予定です。

気候ネットワーク 2018 年度総会開催
2018 年度気候ネットワーク総会を開催しました。2017年度事業・収支報告、2018年度事業計画・
予算、定款の変更について承認いただきました。参加者からは、脱炭素ビジョンづくりの展望、アジ
ア地域との連携の状況、SDGs の目標との関連性などの質問があり、今後の活動の進展につながる意
見交換ができました。

第 10 回市民・地域共同発電所全国フォーラム in いいだ
今年で第10回を迎える市民・地域共同発電所全国フォーラムを、飯田市で開催することが決定しました。
開催時期は、2018 年10月5（金）・6日（土）の2日間で、7日（日）にはエクスカーションを予定して
います。詳細については全国フォーラムのFBページや気候ネットワークのHPでも案内します。
　市民・地域共同発電所全国フォーラム：https://ja-jp.facebook.com/repowerforum/
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【京都事務所】
〒 604-8124 京都市中京区帯屋町 574 番地高倉ビル 305
Tel:075-254-1011/Fax:075-254-1012
E-mail:kyoto@kikonet.org

【東京事務所】
〒 102-0082 東京都千代田区一番町 9-7 一番町村上ビル 6F
Tel:03-3263-9210/Fax:03-3263-9463
E-mail:tokyo@kikonet.org

認定特定非営利活動法人　気候ネットワーク　http://www.kikonet.org

郵便口座　00940-6-79694（気候ネットワーク）　　ゆうちょ銀行振込口座 　当座　099 店　0079694
銀行口座　滋賀銀行　　　京都支店　普通預金　940793（特定非営利活動法人気候ネットワーク）
　　　　　近畿労働金庫　京都支店　普通預金　8789893（気候ネットワーク）

再生紙に風力発電による自然エネルギー（19.8kWh）で印刷しました。

オンラインでクレジットカードによる会費や寄付の支払いが出来ます。より一層のご支援をよろしくお願い致します。
寄付・会費等のお支払は以下の口座にお願いします。

facebook, twitter からアクセス！

発行責任者：浅岡美恵　　編集／ DTP：田浦健朗、豊田陽介、山本元、武藤彰子

Facebook へはこちら
QR コードから ▶▶▶Twitter：@kikonetwork

facebook：http://www.facebook.com/kikonetwork

気候ネットワーク通信 121 号　　2018 年 7 月 1 日発行（隔月 1 日発行）

次の方から寄付をいただきました。誠にありがとうございました。
湯川れい子、板谷伸彦、堀田真弓、武田麻里、櫻田彩子、木村峰男、中條楢子、永野俊、川原博満、清水順子、松原弘直、
大槻哲史、高田久代、角田由美子、遠矢伸一郎、中須雅治、森崎耕一、田中明、加来栄一、佐藤和、浜中裕徳、岡本徳子、
喜岡笙子、松尾孝、林浩二、林卓生、杉さわ、伊東宏、須永孝隆　　　　（順不同・敬称略 2018 年 5月～ 6月）

先日、ボランティアの皆さんと一緒に琵琶湖一周サイクリングに挑戦しました。無謀にもママチャリで
臨んだ某ボランティアのタイヤがパンクするなどのハプニングがありましたが、無事に戻ってこられて
良かったです。一緒に危機を乗り越えてボランティアの一体感も高まったかな？

これまでの震災で防災は重要だと思っていましたが、準備はしていませんでした。大阪北部地震を経験して、余震に
備えて防災グッズの準備をはじめました。もちろん最初に用意したのは愛犬のためのドッグフードでした。

山本

おかげさまで気候ネットワークは 20 周年を迎えました。最近、私は、石炭火力
の計画地域の方々と共に活動する事が多くなりました。強行姿勢の事業者に対し
てこちらは “ 執念 ”を燃やしています。

6月18日大阪を震源地とする震度６弱の地震が発生しました。京都でも、大きな揺れに驚き、備えておくことの
大切さを改めて実感。温暖化の適応と対策も含め、備えることは大切なことですね。

最近は国際的な会議への参加が増えています。日本の勤務時間にあわないことも多く、時間の管理が大変です。
日本時間の深夜・早朝にご連絡させていただくのは、気がひけるのですが、やむを得ないこともあること、ご
了解いただければありがたいです。

皆様に支えられて、気候ネットワークの20 周年イベントが無事終了。個人的にはまだまだ新参者ですが、団体として
積み重ねてきた歴史を感じました。激動の20 年。この先の20 年はどうなることでしょうか…

今国会、衆議院で人生初の「参考人」で立ちました。しかも２週連続。環境委員会と経済産業委員会
での法案審議です。事前通告なしで質問に答えなければならず、手に汗握りっぱなしの数時間。後で
振り返ると、もっとこう言えばよかったとか後悔しきりです。

桃井

2050 年脱炭素社会・経済・エネルギー・まち・暮らしのビジョンづくりを
進めています。客観的なデータに基づき専門的な内容で、さらに市民にわ
かりやすいビジョンが必要とのこと。「そんなの無理」との声が聞こえます
が、そうと決めつけないで、チャレンジしてみます！田浦

豊田

廣瀬

有木

鈴木

伊与田

スタンレー・ミルグラム著「服従の心理」を再読。「権威」の影響力を実験を通してまざまざと見せつけます。
人の言動は意思だけで作られるものではなく、その人が置かれた状況が多大な影響を及ぼすことを示す結
果には思わずゾッと…読み出したら止まらない名著です。ぜひ読んでみてください！

江刺家

アシュリー

今年もこどもエコライフチャレンジの学習会が始まりました。元気な笑顔で「楽しかったです！」とシンプルな感想をくれた
子どもたち、こちらも笑顔になりました。夏休み中、楽しくエコライフに取り組んでくれることと思います。


